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 研究要旨：クローン病は長期の経過で複数回の手術を要する症例も多いことが知られているが、免疫

調整薬や抗 TNFα抗体製剤などの内科的治療が再手術率に与える長期的な影響は未だ不明な点が多い。

本研究では後方視的にクローン病腸管手術症例のデータを集積し、クローン病の再手術率の時代的変遷

を明らかにすることを目的としてデータの解析を行っている。現在、10施設から 2000 症例を超えるデ

ータが集積されており、今後解析予定である。 
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A. 研究目的 

 クローン病は消化管のどの部位にも病変が

起きうるため、一度腸管手術を行っても再手

術が必要になることが多く、繰り返しの腸管

切除による短腸症候群が問題となる。 

 抗 TNFα抗体製剤の登場に伴い、クローン

病に対する内科治療の選択肢が広がったが、

それに伴い腸管の再手術率が低下したかどう

かは不明である。 

 クローン病の再手術率に関してはこれまで

2008年までの臨床情報を用いて検討を行い報

告してきたが、その当時は 2003 年以降の手術

症例の経過観察期間が短いという問題があっ

た。 

 その後、十分な観察期間が得られたことか

ら、本研究では主要な専門施設において後方

視的に腸管手術症例の検討を再度行い、より

長期のデータを再解析することとした。 

B. 方法 

(1) 方法 

 炎症性腸疾患の主要な外科専門施設 10 施

設において、腸管病変に対する外科治療が行

われたクローン病症例を対象に、以下の調査

項目に関して後方視的にデータ集積を行った。 

(2) 調査項目 

性、生年月日、発症日、診断日、 

病型（小腸・小腸大腸・大腸） 
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  （穿孔・非穿孔） 

手術日（複数回全て記入） 

免疫調整薬の使用の有無 

抗 TNFα抗体製剤使用の有無 

生死、死亡日、判定日 

累積手術率の検討は Kaplan-Meier 法および

log-rank test により行う。 

(3)倫理面への配慮 

多施設共同研究に関しては、主任研究施設で

ある東京大学においてまず倫理承認を行っ

た上で、各施設で倫理申請を行った。 

また、個人情報に関しては各施設で連結可能

匿名化を行った上で、個人情報を削除したデ

ータを東京大学にて統計処理を行う。 

C. 結果 

 現在までに、1960 年から 2015 年の間にク

ローン病を発症し腸管手術を行った計 2000

例を超える症例を集積した。 

D. 考察 

10施設からの多数の症例のデータを集積して

おり、時代的変遷および術後治療に関する新

しい知見が得られることが期待される。 

E. 結論 

 今後統計解析を行い、論文化予定である。 
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 なし 

G. 研究発表 

１.論文発表 

 なし 

２.学会発表 

品川貴秀、畑啓介、岸川純子、安西紘幸、室

野浩司、大谷研介、西川武司、安田幸嗣、田

中敏明、清松知充、川合一茂、野澤宏彰、石

原聡一郎、渡邉聡明. クローン病における術

後治療と累積再手術率の検討. 第 7回日本炎

症性腸疾患学会学術集会 京都 2016 年 7 月

10 日   

H. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 


